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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期第１四半期 11,490 6.8 3,058 △10.8 3,560 △2.8 2,533 △1.9

2023年３月期第１四半期 10,763 19.1 3,428 68.8 3,664 75.6 2,581 76.0

（注）包括利益 2024年３月期第１四半期 3,387百万円（17.5％） 2023年３月期第１四半期 2,882百万円（42.9％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第１四半期 108.82 －

2023年３月期第１四半期 110.91 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年３月期第１四半期 81,642 65,846 80.7 2,828.05

2023年３月期 79,746 63,383 79.5 2,722.26

（参考）自己資本 2024年３月期第１四半期 65,846百万円 2023年３月期 63,383百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 － 40.00 － 40.00 80.00

2024年３月期 －

2024年３月期（予想） 40.00 － 40.00 80.00

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 22,200 △0.9 5,350 △16.5 5,150 △22.4 3,600 △20.8 154.62

通期 46,400 3.1 11,600 0.4 12,000 0.5 8,700 0.3 373.66

１．2024年３月期第１四半期の連結業績（2023年４月１日～2023年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2024年３月期１Ｑ 23,661,000株 2023年３月期 23,661,000株

②  期末自己株式数 2024年３月期１Ｑ 377,598株 2023年３月期 377,565株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2024年３月期１Ｑ 23,283,427株 2023年３月期１Ｑ 23,276,319株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  －社  （社名）　　　　　　　　　　、除外  －社  （社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：有

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料3ページ「１．当四半期決算に関する定

性的情報　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が５類への移行後一段と緩和さ

れる中で、緩やかな回復傾向にあります。

　一方でロシア・ウクライナ情勢の長期化、急激な為替相場の変動、原材料価格やエネルギー価格の高騰に伴う物価上

昇等により、引き続き先行きが不透明な経済情勢が続いております。

　当社グループの属する産業用防災保安機器業界におきましては、半導体業界を始めとした主要顧客の設備投資は一定

の投資で推移しましたが、部品の供給不足や物価上昇等が与える影響に十分注意する必要もあり、先行きについても当

面の間は不透明な状況が続くと見込まれます。

　このような情勢の中で、当社グループは、生産の合理化による原価低減、徹底した経費削減、積極的な営業活動の展

開、新製品開発への積極的な投資、品質管理体制及びサービス体制の充実に継続して取り組んで参りました。

　これらの諸施策の結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は114億９千万円（前年同四半期比6.8％増）、連結

営業利益は30億５千８百万円（前年同四半期比10.8％減）、連結経常利益は35億６千万円（前年同四半期比2.8％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は25億３千３百万円（前年同四半期比1.9％減）となりました。

　当社グループの事業は、各種産業用測定機器の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、セ

グメントごとの経営成績に代えて機種別の売上の状況を以下に記載いたします。

① 定置型ガス検知警報機器

当第１四半期連結累計期間の定置型ガス検知警報機器の連結売上高は、77億１千４百万円（前年同四半期比6.1％

増）となりました。

② 可搬型ガス検知警報機器

当第１四半期連結累計期間の可搬型ガス検知警報機器の連結売上高は、35億１千１百万円（前年同四半期比8.8％

増）となりました。

③ その他測定機器

当第１四半期連結累計期間のその他測定機器の連結売上高は、２億６千５百万円（前年同四半期比0.7％増）となり

ました。

（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末と比較して18億９千５百万円増加し、816億

４千２百万円（前連結会計年度末比2.4％増）となりました。流動資産につきましては、前連結会計年度末と比較して

９億５千８百万円増加し、522億５千９百万円となりました。これは主に、原材料及び貯蔵品が13億９千５百万円増加

したこと、受取手形及び売掛金が６億７千２百万円増加したこと及び有価証券が５億８千万円増加した一方、現金及び

預金が17億８千５百万円減少したこと等によるものであります。固定資産につきましては、前連結会計年度末と比較し

て９億３千６百万円増加し、293億８千２百万円となりました。これは主に、投資有価証券が11億３千８百万円増加し

たこと等によるものであります。

　当第１四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末と比較して５億６千７百万円減少し、157億

９千５百万円（前連結会計年度末比3.5％減）となりました。流動負債につきましては、前連結会計年度末と比較して

９億６千７百万円減少し、130億５千６百万円となりました。これは主に、未払法人税等が７億７千４百万円減少した

こと、支払手形及び買掛金が６億８千９百万円減少したこと及び賞与引当金が４億５千６百万円減少した一方、流動負

債その他に含まれる未払費用が８億４千６百万円増加したこと等によるものであります。固定負債につきましては、前

連結会計年度末と比較して３億９千９百万円増加し、27億３千９百万円となりました。これは主に、固定負債その他に

含まれる繰延税金負債が４億９千万円増加したこと等によるものであります。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して24億６千３百万円増加し、658

億４千６百万円（前連結会計年度末比3.9％増）となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益25億

３千３百万円を計上し、剰余金の配当が９億３千１百万円あった結果、利益剰余金が16億２百万円増加したこと等によ

るものであります。

- 2 -

理研計器株式会社（7734）2024年３月期 第１四半期決算短信



（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想につきましては、2023年５月11日の決算短信で公表いたしました第２四半期連結累計期間及び通期の連

結業績予想に変更はありません。

- 3 -

理研計器株式会社（7734）2024年３月期 第１四半期決算短信



（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,605,281 11,819,946

受取手形及び売掛金 10,439,153 11,111,392

電子記録債権 3,713,877 3,853,838

有価証券 8,414,092 8,994,747

商品及び製品 3,584,070 3,355,778

仕掛品 6,039,294 6,135,150

原材料及び貯蔵品 4,532,924 5,928,358

その他 976,706 1,064,889

貸倒引当金 △4,346 △4,266

流動資産合計 51,301,053 52,259,835

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,826,073 10,690,928

機械装置及び運搬具（純額） 361,360 393,490

土地 4,150,454 4,133,581

建設仮勘定 409,421 447,485

その他（純額） 1,590,552 1,578,048

有形固定資産合計 17,337,862 17,243,534

無形固定資産

のれん 510,481 470,273

顧客関連資産 805,777 777,429

その他 451,525 459,531

無形固定資産合計 1,767,784 1,707,233

投資その他の資産

投資有価証券 6,033,462 7,171,572

退職給付に係る資産 1,827,197 1,849,997

その他 1,482,284 1,412,940

貸倒引当金 △2,900 △2,900

投資その他の資産合計 9,340,044 10,431,609

固定資産合計 28,445,691 29,382,378

資産合計 79,746,745 81,642,213

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,201,320 4,512,153

電子記録債務 847,302 1,033,340

短期借入金 995,000 1,235,000

未払法人税等 1,816,425 1,041,909

賞与引当金 988,058 531,231

製品保証引当金 106,260 101,084

受注損失引当金 152,203 17,770

その他 3,917,125 4,583,997

流動負債合計 14,023,696 13,056,488

固定負債

長期借入金 850,580 763,520

資産除去債務 11,172 11,172

その他 1,477,661 1,964,359

固定負債合計 2,339,414 2,739,051

負債合計 16,363,110 15,795,540

純資産の部

株主資本

資本金 2,565,500 2,565,500

資本剰余金 1,094,969 1,101,568

利益剰余金 56,626,968 58,229,280

自己株式 △222,609 △222,768

株主資本合計 60,064,829 61,673,580

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,982,144 2,697,951

為替換算調整勘定 1,336,660 1,475,141

その他の包括利益累計額合計 3,318,805 4,173,093

純資産合計 63,383,634 65,846,673

負債純資産合計 79,746,745 81,642,213
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

売上高 10,763,292 11,490,772

売上原価 4,697,496 5,557,851

売上総利益 6,065,796 5,932,920

販売費及び一般管理費 2,637,257 2,874,736

営業利益 3,428,538 3,058,184

営業外収益

受取利息 13,905 21,109

受取配当金 58,477 68,485

為替差益 232,105 322,744

受取保険金及び配当金 261 21,942

有価証券売却益 19,133 －

有価証券評価益 － 80,531

雑収入 18,928 16,583

営業外収益合計 342,811 531,396

営業外費用

支払利息 11,133 10,018

固定資産除却損 0 9

有価証券売却損 2,614 18,793

有価証券評価損 86,639 －

雑損失 6,272 24

営業外費用合計 106,659 28,845

経常利益 3,664,690 3,560,735

特別利益

固定資産売却益 2,554 5,550

特別利益合計 2,554 5,550

特別損失

固定資産売却損 1,141 5,655

特別損失合計 1,141 5,655

税金等調整前四半期純利益 3,666,103 3,560,631

法人税、住民税及び事業税 986,284 873,360

法人税等調整額 93,302 153,622

法人税等合計 1,079,586 1,026,982

四半期純利益 2,586,517 2,533,648

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,911 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,581,605 2,533,648

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

四半期純利益 2,586,517 2,533,648

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △143,167 715,807

為替換算調整勘定 439,615 138,480

その他の包括利益合計 296,447 854,287

四半期包括利益 2,882,964 3,387,936

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,834,631 3,387,936

非支配株主に係る四半期包括利益 48,333 －

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更）

　在外子会社の収益及び費用は、従来、当該在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、当第１四半期連結会計期間より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

　この変更は、在外子会社の収益及び費用の重要性が増加してきたため、一時的な為替相場の変動による期間損益

への影響を緩和し、会計期間を通じて発生する在外子会社の損益をより適切に連結財務諸表に反映させるために行

ったものであります。

　なお、この変更による影響額は軽微であります。
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